
－44－

２－２　水資源開発・管理の現状と課題２－２　水資源開発・管理の現状と課題２－２　水資源開発・管理の現状と課題２－２　水資源開発・管理の現状と課題２－２　水資源開発・管理の現状と課題

２－２－１　水利用関連セクター

(１) 表流水開発・管理関連行政組織等

１) 国の行政組織

　｢象」国の行政組織は、1998年８月11日付の政令により組織改編が行われ、首相府以

下35の省庁と特命大臣府が設置された（図２－２－１参照)。
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　水資源開発・管理に関係する主な機関における役割等概要を示すと次のとおりとな

る。

ａ) ＨＣＨ

　①設立の背景

　｢象」国はアフリカ諸国のなかでは比較的水資源に恵まれており、主要な水資源と

しては代表的な３つの河川がある。これらの河川の利用は、エネルギー省の水力発電

ダム、農業動物資源省の灌漑・漁業、及び経済インフラ省の上水道の水源など各省が

独自で開発・利用し、バラバラに管理している。このため水資源を有効に利用するた

めの統一した組織が必要とされ、その準備機関として1996年１月に設立されたもの

であり、以下の役割をもっている。

・水に関する法律の制定

・水に関する財政政策

・水に関する中長期計画の策定

　②基本政策と行政組織

　ＨＣＨの設立は内閣の審議を経て、1996年１月26日付政令第96－140によって首相

府から水利高等弁務官が任命されている。その基本政策と行政組織に関する政令は、

以下の５か条の条文によって構成されている。

（基本政策）

　基本政策として水資源を総合的に管理する組織である。これらを実施するにあたり

法律的な権限はないが、首相のキャビネットとして各省庁の会議召集等を実施でき、

これらの討議は閣議決定となる。

　第１条　水利高等弁務官の任命

水利高等弁務官は首相の任命によって選出される。

水利高等弁務官は各省大臣及びその関連機関の水利に関する職務について

横断的に調整を確実にするため任命される。

　第２条　水利高等弁務官の職務

水と次の条項の法案の作成

水資源の統括した管理の実施機関の設立

水関連セクターの財政政策に関するプロジェクトの作成

水資源管理の案件における中長期計画の明確化

　第３条　ＨＣＨの管理権

ＨＣＨは首相の提案による首相府令任命による官房長によって管理され

る。　
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　第４条　ＨＣＨの職務

組織、構成と職務はＨＣＨの機能と同様に首相府の任命によって決定され

る。

第５条　首相はＨＣＨの設立に関して「象」国の官報によって広しなければならな

い。

（行政組織）

　ＨＣＨの組織は内閣を頂点とし、内閣官房長のあと水利高等弁務官と続く組織と

なっている。さらにＨＣＨの管理権は第３条によって規定されている。当組織は各専

門家で構成され、職員数13名で官房長のほか副官房長、技術顧問、経済顧問、法律顧

問、研究者、総務財務担当、調査員（水専門家）等より構成されている（図２－２－

２参照)。

（運営と財務状況）

　ＨＣＨの運営は、開設後間もないため実質的な成果がまだあげられていないが、

1996年度の暫定予算としては補助金として7,000万FCFA、1997年度の予算は維持費１

億9,700万FCFA及び機材費１億FCFAが交付されている。

　また、新事務所建設のために３億FCFAが交付され、本現地調査時には事務所が完

成していた。

ｂ) 経済インフラ省

　経済インフラ省は、土木工事、郵便、及び通信の分野における国の社会基盤整備に

関する政府の政策の実施及び管理を行うもので、水資源分野とかかわる同省の水利局

は、次の３つの部局から構成されている。

①水文部

②都市給水部

③村落給水部

ｃ) エネルギー省

　エネルギー省は、エネルギーに関する政府の政策の実施とフォローを行うもので、

水利部門に関連する主要な組織として電力・新エネルギー局がある。同局は、電力及

び新しいエネルギーの開発及び管理に関する政策の実施を任務としている。

ｄ) 農業動物資源省

　農業動物資源省は、農業・森林・牧畜等経営者に対する奨励策、湿サバンナの農業

開発計画及び森林地帯における農業の近代化等の実施、農村開発の強化、及び牧畜・

漁業・水産における生産拡大のための指導を行っている。水利部門に関連する組織と

して農業総局があり、次の３つの局が特に関連している。
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①農村開発局

②綱領策定局

③動物資源総局

ｅ) 環境・森林省

　1998年８月11日に行われた省庁再編成の際に創設された本省は、関連省庁の種々

の部局と連携して、環境・森林に関する政府の政策を実施及びフォローするもので、

水利部門と関連する組織としては、環境局、森林治安局等がある。

ｆ) 計画・開発省

　計画・開発省は、開発計画に関する政府の政策の実施及び管理を行うもので、関連

する組織として同省の計画局及び地方開発局がある。

ｇ) 経済・財務省

　経済・財務省は、経済・財政・通貨に関する政府の政策を実施し、フォローする機

関であり、同省の所有地・森林保全・土地台帳・登記・証紙局、公共投資局、及び独

立減債基金局が水利部門に関連している。

ｈ) 厚生省

　厚生省の下に設置された国立厚生研究所（Inst i t u t  N a t i o n a l  d e  S a n t é

Publique：ＩＮＳＰ)、国立公衆衛生研究所（Institut National d'Hygiéne

Publique：ＩＮＨＰ)、国立公衆厚生研究所（Laboratoire National de Santé

Publique：ＬＮＳＰ）は公衆衛生に関するイニシアティブをとり、責任を負ってい

る。以上の研究所では、飲用水等の衛生の監視及び風土病・伝染病等に関する疫学的

な研究を行っている。

ｉ) 内務・地方分権省

　内務・地方分権省の市民保護局が水利部門との関連があり、同局は公共衛生の維

持、予防等、及び市民保護に関する法律の適用と継続的な管理を行っている。また、

災害時の応急措置の監督及び調整も行っている。

ｊ) その他の関連機関

　①｢象」国公害防止センター（Centre Ivoirien Anti-Pollution：ＣＩＡＰＯＬ）

　ＣＩＡＰＯＬは、ラグーンや海洋の水質モニタリング及び汚染（特に油による汚

染）対策を行う。

　ＣＩＡＰＯＬは６年前に設立され、職員の90％は海軍軍人である。水質等の分析ラボ

を保有しており、将来は大気モニタリングも実施したい意向をもっている。ＣＩＡＰＯＬ

は水質モニタリングに関しては港湾管理局と連携で作業を行う場合もある。ＣＩＡＰＯＬ

の下部組織としてラグーン沿岸公社がある。
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　同センターの主な役割は次のとおりである。

・｢象」国の海、ラグーン、陸の水質モニタリング全国ネットワークの設置

・海、ラグーンの環境及び沿岸区域の継続的な監視

・河川環境の状態の評価、状況の総括書の作成

・公害防止及び下水整備の効果の評価エレメントの抽出

・海及びラグーンの環境汚染に対する措置及び保護規則に関連する法律、政令、

地方及び国際レベルの協定適用の監督

　②特定施設監督課（Service de l'Inspection des Installations Classées：

　ＳＩＩＣ）

　ＳＩＩＣは環境・森林省の下部組織に位置し、企業活動に伴う公害のモニタリン

グ、検査、罰則の適用に責任をもつ。

　ＳＩＩＣの主な任務は企業による公害発生の監視と罰則の適用である。アビジャン

には3,000の企業があるが、そのうち100企業に対しＳＩＩＣは重点的に公害モニタ

リングを行っている。ＳＩＩＣには監視員12名がいる。

　③ＢＮＥＴＤ

　ＢＮＥＴＤは大統領の監督の下に設置された国の団体であり、国及びその他の機関

のために、開発・建設プロジェクト実施のための草案作成、管理及び監督を行うもの

で、水利部門に関連する部門として天然資源・環境部門と農業部門をもっている。

ＢＮＥＴＤの職員数は約1,300人である。

　かつては大規模工事監督局とよばれ首相府の下にあり、政府のあらゆる大規模工事

の調査、計画を担当し、政府の担当省庁に対し絶大な力をもっていた。フランス人引

き上げとともにその力はかつてほどではないが、ＢＮＥＴＤになった今日でも依然と

して大きな力をもっている。

ｋ) 地方の組織

　地方行政区画は、1997年末時点で全国を大きく10地域に分割され、更に50の県に

分けられ、それぞれに県知事が置かれている。県の下には185の市と135の町があり、

それぞれに長を有している。10の行政区分は、表２－２－１のとおりである。
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２) 関連機関

ａ) ＤＣＧＴｘ

　ＤＣＧＴｘは大統領府の下部組織であり、水利局が実施する公共工事の入札評価、

契約審査、出来高証明・完工証明の発行等の重要項目の業務に際し、承認を与える。

ｂ) ｢象」国水道供給会社（Societe de Distribution d'Eau de Cote d'Ivoire：Ｓ

ＯＤＥＣＩ）

  ＳＯＤＥＣＩは県・郡庁所在都市すべてを含む529か所で給水施設を運営・管理す

るフランス資本の私企業であり、現在27万2,000件の契約者を有している。給水対象

となる市・町・村は人口2,500人以上で、電気が入っていることが条件である。

３) 地下水開発と運営管理

　地下水開発に伴う給水事業は、村落においては利用者による給水施設管理委員会が

給水施設の維持管理を行い、都市においてはＳＯＤＥＣＩが運営管理を行っている。

　水利局の作井部は1974年に公社化、1982年に民営化されており、井戸工事は民間業

者に発注している。

　水利局は1975年に北部州で村落給水事業を開始し、現在までに全国で約１万5,000

本あまりの水源施設を建設してきた。1987年に既存水源施設の稼動状況及び維持管

理方法に問題が認められ、その解決のため新規水源の建設を中断し、｢村落水源施設

の維持計画」を策定し、1988年世銀融資（約15億円）により「井戸施設再整備計

画：ＰＲＳＨＶ」を開始した。ＰＲＳＨＶは1991年に当初の目標を達成し完了した。

　現在、我が国の援助で実施している「村落給水計画：ＰＮＨＶ（Programme Na-

tional d'Hydraulique Villageoise)」は、このＰＲＳＨＶの完了を受けて協力実施

した計画である。
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２－２－２　水資源開発・管理の現状

(１) 表流水の現状

１) 河川水系

　｢象」国を流れる主要な河川は表２－２－５及び図２－２－５のとおり、以下の４河

川であり、これらの主要な河川の水利用は、エネルギー省、農業動物資源省及び経済

インフラ省等において、発電用ダム、灌漑・漁業等及び上水道水源とされている。

・｢象」国の西側を流れ、リベリアを上流とする延長700キロメートル、流域面積１

万5,0 0 0平方キロメートル（全体２万8,8 0 0平方キロメートル）のカヴァリー

（Cavally）川

・支川の一部がギニアから流れる総延長650キロメートル、流域面積７万5,000平方

キロメートルのササンドラ（Sasandra）川

・｢象」国のほぼ中央部を流下し、自国内に水源を有する総延長1,050キロメート

ル、９万7,000平方キロメートルの流域をカバーするバンダマ（Bandama）川

・ブルキナ・ファソを水源とし、総延長1,160キロメートル、流域７万8,000平方キ

ロメートルを流下し「象」国東側を流れるコモエ（Comoé）川

　以上の主要な４大河川のほかに、｢象」国には以下に示すとおり、西部から東部にかけ

ての沿岸小河川や、ニジェール川の支流や、ガーナに向かって流れている河川等がある。

・西部から東部にかけての沿岸地域からギニア湾に注いでいるタブー川、サンペド

ロ川、ニウニウルー川、ブーボー（Boubo）川（5,100 平方キロメートル)、ア

ニェビー（Agnéby）川（8,900平方キロメートル、200キロメートル)、メ（Mé）川

（4,300平方キロメートル、140キロメートル)、及び水源がギニアに位置するビア

川（290キロメートルのうち、120キロメートルが「象」国に位置している）等

・ニジェール川の支流であるバウレ川（マリまでの33 0キロメートル間を流下す

る)、バゴエ（Bagoé）川（5,000平方キロメートル)、グバンハラ川等

・ガーナに向かって流れるクルダ川（ブルキナ・ファソを水源とする河川の小支川）
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表２－２－７　河川流域別の比流量表（平水年）

河　川　名 比流量（L／秒・km2)

ニズ川、コモエ川（下流域を除く)、カン川流域 13～25

バンダマ川、マラオウエ川、アニェビー川流域 25～50

ササンドラ川、マラオウエ川上流、バフィング川流域 40～50

カヴァリー川下流域 60

カヴァリー川上流域及びニゾ川流域 70～80

バゴエ川上流域及びニセ川流域 130～160

２) 流量観測

　｢象」国全国の流量観測所は124か所あり、これらのデータは経済インフラ省水利局

水文部にて運営・管理されており、その結果は水文年表として取りまとめられている。

　主要な水系における観測所数は、以下のとおりである。

水　系　名 観測所数

カヴァリー川水系   8

ササンドラ川水系  26

バンダマ川水系  40

コモエ川水系  18

沿岸地域水系  18

ニジェール川上流域水系  14

　　　合　　計 124

　各河川水系別の観測所の位置図を図２－２－６に示すとともに、各観測所の名称、

観測開始年及び流域面積は表２－２－８に示すとおりである。

　流量観測データのうちの日流量年表と日流量年図のサンプル例は、図２－２－７に

示すとおりである。今回収集した1995年版水文年表によると、観測所によっては欠測

の部分が認められるところから、本格調査においては、流量算定根拠の確認、流域の

水収支検討及び低水流出解析等により、流量資料の信頼性を十分に把握して、水資源

賦存量の推定に採用する観測所を選定する必要がある。
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３) 水質

　｢象」国における主要３河川における水質の観測は、ＣＩＡＰＯＬにおいてNational

Observation Network Programにより1995年から雨期（９～10月ごろ）と乾期（３～

４月ごろ）の年２回実施されている。水質観測地点数は以下のとおり、３水系で29か

所であり、その観測地点位置図は図２－２－８に示すとおりである。なお、1997年は

水質の観測は実施されていない。

水 系 名 水質観測地点数

ササンドラ川水系 8

バンダマ川水系 13

コモエ川水系 8

　ラグーンの水質を除いて、表流水の水質は現在までのところそれほど深刻な汚染が

進行しているようには見受けられないが、発電用の貯水池及び主要河川の下流部にお

いて、水草等の繁殖が確認されるところから、生活排水、工場排水等の流入による表

流水の汚染が進行しており、資源としての水の質が低下してきているものと推量され

る。

４) 土砂（土壌）流出

　｢象」国においては、森林伐採等の理由により、森林地帯では年間で１ヘクタールに

つき500トンの土が、また、サバンナでは10～30トンの土が流出していると推定されて

いる。これらの土壌流出を防止するためには森林保全、植林等の対策が必要である。
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２) 水資源の総合バランスシート

　水資源の総合バランスシートとして分類すると、次のとおりである。

パラメーター 容量(億ｍ3) 降水量の比率(％)

　降水量（1,423mm)  4,590 100

　蒸発散量 3,390 74

　浸透量 430 9.4

　利用可能量 770 16.6

　　・地下水 380

　　・地表水 390＋(ダム貯水量270)＝(660)

　　(出展：｢象」国家水計画(2000～2010年) 第１巻 診断・政策・戦略 1998年12月)

　上記の地下水の利用可能量は、380億立方メートルである。この水量は、地下水の年

間更新量にほぼ等しい。

３) 地下水の水位

ａ) 岩盤（花崗岩類・変成岩類）の地下水位

  経済インフラ省水利局の井戸データベースによる深井戸特性資料（表２－２－11）

によれば、｢象」国の岩盤の地下水位（平均）は西部地域で9.3メートル、中部地域

で12.3メートル、東部地域で26.4メートルであり、西部地域で高く東部地域で低く

なる傾向にある。

  地下水位の高い地域ほどポテンシャルが高く、井戸の成功率も高いようである。

ｂ) 沿岸堆積層の地下水位

　アビジャン市では、日量30万立方メートル（深井戸１井当たり平均4,000立方メー

トル／日）の地下水を取水している。沿岸堆積層の地下水位については、ＢＮＥＴＤ

から提供されたアビジャン帯水層の地下水位等高線図の資料（図２－２－９）があ

る。

　地下水位はアビジャン市の背後台地で高く(＋50メートル以上)、ラグーンの沿岸

沿いで低く（＋５メートル以下）なっている。今後、地下水位の変動動向が極めて重

要である。
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ａ) 岩盤の亀裂中の地下水

・キー・ダイヤグラムのⅠ型に属し、重炭酸石灰・苦土を主成分とする地下水で、

自由地下水に相当するもの。

・キー・ダイヤグラムのⅡ型に属し、重炭酸ソーダ・カリを主成分とする地下水

で、被圧地下に相当するものに区分できる。

・既往の水質分析資料によれば、岩盤の地下水はおおむねⅠ型又はⅡ型に分類され

るようである。

ｂ) 沿岸部の砂礫層中の地下水

・キー・ダイヤグラムのⅣ型に属し、塩化アルカリ・硫酸アルカリを主成分とする

水で、かなり海水の混入したものや強度の化石塩水がこれに属する。｢象」国の

沿岸部の地下水はこの型に分類される。

・ＢＮＥＴＤから提供された地下水に関する水質試験結果表 (表２－２－13、表

２－２－14）によれば、沿岸部の地下水の塩素イオン（CI‐）濃度はほぼ正常

な値を示しており、塩水化の傾向を把握することはできないが、ＰＨの値が４

オーダー台と低く酸性値を示している（岩盤地帯の地下水のＰＨは、６内外から

７に近い値である)。

・沿岸部の地下水でＰＨが低下する原因は、海水侵入により海水が粘土と接触し粘

土から酸性の硫酸塩を主体とする間隙水が溶出し、海水中のHCO3‐の一部を分解

することによって生じるものといわれている。
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(３) 生活用水

１) 水使用量の現況

　｢象」国における水使用量の現況は、経済インフラ省水利局からの聞き込み調査結果

に基づいて分類すると、次のとおりである。

（単位：100万m3／年）

     項目（用途別)　　　　　　地下水　　　　　表流水　 合　計　
①都市給水（アビジャン)        111(100％)       0           111
　・水源井72か所                            (日水量30万ｍ3)
②地方都市給水（市・町・村)     40.8(80％)     10.2(20％)    51
　・水源457か所                                        (日水量14万ｍ3)
③村落給水（村)                30(100％)       0            30
　・村落井戸15,000本                                (１井当たり5.5ｍ3/日)
　　　　合　計             181.8         10.2         192

　アビジャン市の都市給水は100％地下水に依存しており、地下水を利用している全国

の水道水の73％に相当する。村落給水は100％岩盤中の地下水を開発し、利用されてい

る。両者の地下水の使用水量は、利用可能水量と比較するとアビジャン市の都市給水

（地下水）で５％、村落給水（地下水）で１％以下の比率である。

２) 都市給水の現況

　｢象」国における都市給水事業の管理運営は、すべてＳＯＤＥＣＩが行ってい

る。

  ＳＯＤＥＣＩは、都市給水施設を管理運営するフランス資本の私企業として1960年

に創立され、資金は２億CFAである。職員数は1,355名で、管理職5.5％、技術者26.1

％、事務職35.9％並びに労働者32.5％である。

  ＳＯＤＥＣＩの給水量は、アビジャンの都市部で年間１億1,100万立方メートル（水

源の100％は地下水)、及び県・郡庁所在都市の地方部で年間5,100万立方メートル（水

源の80％は地下水、20％は表流水）である。全国で529か所に給水施設（図２－２－

10）があり、水道管延長１万キロメートルを管理している。表２－２－15は、人口５

万人以上の都市における上水道による給水状況を一覧表にまとめたものである。都市

の給水率は、全国13都市で72.4％に達している。なお、水源（地下水及び表流水）の

浄水処理方法は、地下水については水質が良好なので簡易処理（塩素滅菌）でよいが、

表流水については完全処理（エアレーション・凝集沈澱・濾過・塩素滅菌）が必要で

ある。

  水道料金は全国一律で、最初の30立方メートルまでは159CFA／立方メートル、31～

60立方メートルまでは209CFA／立方メートル、61～300立方メートルまでは307CFA／
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(４) 灌漑及び漁業用水等

１) 灌漑用水

  ｢象」国においては、米が主食の役割を果たしているところから、灌漑稲作が主要な

位置を占めており、自給自足と米の安定供給を得るために、国土整備の一環として灌

漑稲作が推進されている。農業灌漑用ダムが120か所（全体の21％）ある。灌漑面積

は、ＦＡＯの報告によると、｢象」国の可能灌漑面積は47万5,000ヘクタールと評価さ

れており、そのうちの６万5,000ヘクタールが現在灌漑されている。これらの灌漑用水

の100％がダムの表流水によって賄われている。灌漑面積６万5,000ヘクタールに対す

る表流水の取水量は、年間９億5,000万立方メートル（１ヘクタール当たりの日水量40

立方メートル）である。

　｢象」国においては、その他の耕地が600万ヘクタールあり、すべて天水によって賄

われているのが実情である。｢象」国が21世紀の展望として掲げている農業生産の拡大

や天水農業の打開策などで、今後の水需給は急増することが必須である。

２) 漁業用水

  ｢象」国においては漁業用のダムが25か所（全体の4.4％）ある。このほかに、水力

発電用ダムの水が漁業用水として利用されている。

　農業森林省の統計によると、魚の国内消費量は現在年間25万トンであり、国内の漁

業で賄われているのは年間10万トン（国内消費量の40％）である。｢象」国では、今

後、魚の消費量が急増していくことが予測されており、国内供給量を高めて輸入支払

い額を削減させていく考えである。

３) 牧畜用水

  ｢象」国においては牧畜用ダムが361か所（全体の約63％）あり、牧畜用水としては

年間２億5,000万立方メートルの水量を使用している。今後、牧畜用水の水需給は倍増

することが予測されている。

(５) 工業用水

　｢象」国における工業用水は、ほぼ100％が水道用水（工業用水の需要地がアビジャン

地域に集中しているので、水源は主に地下水）によって賄われている。

　経済インフラ省水利局からの出展資料によれば、工業用水の使用水量は年間2,500万立

方メートルである。この水量は、ほぼ全量アビジャン市の都市水道及び地方都市水道か

ら供給されている（ただし、ごく一部で少量の表流水を使用している所もある)。

　｢象」国が21世紀の展望として掲げている工業化への進展策などで、今後の水需給とし

ては５～６倍程度急増することが予測されている。
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(７) 洪水調節

　｢象」国における洪水、排水対策は、主に都市部、特にアビジャンにおける雨水排水問

題による下水道の整備との関連から考えられており、主要な大河川の氾濫による洪水被

害等については現在までのところ大きな問題となっていないようである。

(８) 環境保全

１） 環境に関する法制度の概要

ａ) 環境法典と規制法

　｢象」国政府は、1996年環境法典を公布した。これは環境保全に関する最も基本的

な法律であり、下水、廃棄物管理に関する条項を含むが、それぞれに関する専門法は

まだ存在しない。

　環境法典の策定にはＵＮＤＰが協力を行い、それに引き続いて、現在は規制法の整

備に取り組み始めている。規制法の策定についてもＵＮＤＰは必要に応じて専門家派

遣を行う等の協力を行う考えである。

ｂ) 環境アセスメント法

　1996年11月環境アセスメントに関する政令が発布されている。同政令では環境ア

セスメントの対象となる開発行為が行われるサイトを定義し、インパクト・ファクト

（インパクトのインベントリーで、必ずしも環境対策の詳細を記述する必要はないも

ので、いわゆる環境影響予備調査に相当するものと考えられる）の策定、環境影響調

査の審査を担当する環境影響調査局の設置もうたわれているが、既に環境・森林省内

に設置済みである。環境アセスメントを行う際に必要となる技術ガイドラインについ

ても、５分野を対象に現在検討中である。

　このように「象」国では、環境基本法の整備、環境アセスメント制度の整備を完了

し、現在、規制法の整備に取り組んでいる段階である。したがって、現在行われてい

る環境対策（例えば、産業汚染規制にあたってはＷＨＯの基準を参照し実施してい

る）は、全体としての整合性、権限の行使、関連機関相互の協力、情報の共有とその

活用という点で問題がある。現在検討中の規制法の整備により、これらの問題が解決

されることが期待される。

２) 環境問題の現状

ａ) 森林と生物多様性の急速な減少

　1960年独立当時、｢象」国の国土（約32万平方キロメートル）のうち半分以上（16

万～18万平方キロメートル）あった森林は、1997年現在その１／６程度（２万5,000～

３万平方キロメートル）に激減した。原因は、ココアプランテーションの拡大、熱帯
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林の伐採、盗伐、火入れ等による。

　｢象」国には232種の哺乳動物が存在し、そのうち25種は稀少動物とされている。

森林減少とともに動物が減少しており、1950年には10万頭生息していた象はその後

毎年3,000頭の割合で減少、現在ではわずか1,500頭しか生息していない（それでも

｢象」国は西アフリカでは最大の象生息地である)。ほかの動物の減少についてはその

実態が把握されていない。｢象」国政府は現在、希少種の保全を目的として、生物多

様性保護の法律を整備中である。

ｂ) 土壌流出

　森林伐採等の理由により、森林地帯では１年で１ヘクタールにつき500トンの土

が、またサバンナでは10～30トンの土が流出している。土壌流出を防ぐ根本的な対

策は森林保全、植林以外にない。

ｃ) 水質低下　

　過剰な水の利用、生活排水、工場排水による水の汚染が進行しており、資源として

の水質が低下している。

ｄ) 有害廃棄物

　アビジャンでは年間３万～４万トン産業廃棄物が排出され、そのうち7,000トンが

危険性があると推定されている。このなかにはペイント、ニカワ、農薬、オイル、

バッテリー、アセチレン、医療廃棄物等を含む。アビジャンには有害廃棄物を処理す

る施設はない。

ｅ) 海岸浸食

　ギニア湾は強い波浪により海岸浸食が進んでおり、最も浸食の激しい箇所では１年

に３メートルも海岸が後退している。海岸浸食、後退は自然的要因、人為的要因（建

設用の採砂、マングローブ伐採等）が複合的に重なって起こっていると予想される。

ｆ）下水によるラグーン、ギニア湾の汚染

　1980年代からアビジャンのエブリーラグーンの汚染が問題視されるようになり、

その汚染源は生活排水、産業排水である。1989年の世銀のアビジャン環境保全プロ

ジェクトアプレイザルレポートによれば、ラグーンの汚染に対する影響は産業排水と

生活排水が同程度となっている。

　このラグーンの汚染により、年々漁獲量は激減していると報告されている。ラグー

ンに下水が直接放流されている所はかなりの悪臭が生じている。

　アビジャン市では排水と雨水を分離するシステムを取っており、雨水は雨水排水管

を通じてラグーンに流れ込んでいる。しかし、実際には雨水排水管には、し尿を含む

生活排水が相当入っており、これについての対策も必要である。
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ｇｇ)) スラム問題スラム問題

　　｢｢象」国政府によれば、アビジャンでは約象」国政府によれば、アビジャンでは約4040万人が万人が7272のスラムに住んでいるといわのスラムに住んでいるといわ

れている。代表的なスラムはワシントン、ブランゲ等である。スラムは部族単位であれている。代表的なスラムはワシントン、ブランゲ等である。スラムは部族単位であ

る場合が多く、またスラムには外国人（ブルキナ・ファソ人等）が多い。また自治組る場合が多く、またスラムには外国人（ブルキナ・ファソ人等）が多い。また自治組

織があるスラムもある。織があるスラムもある。

２－３２－３    調査の基本方針調査の基本方針

((１１)) 調査の目的調査の目的

１１)) ｢｢象」国国政府の要請に基づき、同国全土を対象に、象」国国政府の要請に基づき、同国全土を対象に、20152015年を目標年次とする総合的年を目標年次とする総合的

な水資源管理に係るＭ／Ｐを策定する。な水資源管理に係るＭ／Ｐを策定する。

２２)) 本調査を通じて、本調査を通じて、｢｢象」国側Ｃ／Ｐに水資源の管理に係る技術移転を行う。象」国側Ｃ／Ｐに水資源の管理に係る技術移転を行う。

((２２)) 調査対象地域調査対象地域

　　｢｢象」国全土を調査対象とする。象」国全土を調査対象とする。

((３３)) 調査の範囲調査の範囲

　本調査は　本調査は19991999年３月年３月1010日に「象」国政府との間で合意されたＳ／Ｗ及びＭ／Ｍに基づ日に「象」国政府との間で合意されたＳ／Ｗ及びＭ／Ｍに基づ

き実施するものであり、本件調査は次の２段階に分けて実施するものとする。き実施するものであり、本件調査は次の２段階に分けて実施するものとする。

　フェーズ　フェーズ  １：水需要予測、水資源ポテンシャル解析等の基礎調査１：水需要予測、水資源ポテンシャル解析等の基礎調査

　フェーズ　フェーズ  ２：水資源の管理に係るＭ／Ｐ策定調査２：水資源の管理に係るＭ／Ｐ策定調査

((４４)) 基本方針基本方針

１１) ) 本調査は、①水需給のバランスを把握し、将来における水需給のギャップを充足す本調査は、①水需給のバランスを把握し、将来における水需給のギャップを充足す

るための総合水資源管理計画を策定すること、②それを実施するために必要となる制るための総合水資源管理計画を策定すること、②それを実施するために必要となる制

度・組織・財政のあり方について、必要な提案を行うこと、の２点を主な内容とし、具度・組織・財政のあり方について、必要な提案を行うこと、の２点を主な内容とし、具

体的な施設整備計画の策定は対象としない。体的な施設整備計画の策定は対象としない。

２２) ) 総合水資源管理計画は、行政（県別）単位にその目標を定めるものとする。水資源総合水資源管理計画は、行政（県別）単位にその目標を定めるものとする。水資源

管理の検討に必要な水需要等各種データは行政単位で整理されていることが多く、ま管理の検討に必要な水需要等各種データは行政単位で整理されていることが多く、ま

た、提案された水管理のための施策は、行政単位を無視しては実施できない一方で、水た、提案された水管理のための施策は、行政単位を無視しては実施できない一方で、水

資源のポテンシャル等を流域単位で把握することも重要である。したがって、本格調査資源のポテンシャル等を流域単位で把握することも重要である。したがって、本格調査

の開始段階において十分なすりあわせを行い、具体的な調査項目及びアウトプットをどの開始段階において十分なすりあわせを行い、具体的な調査項目及びアウトプットをど

のような単位で取り扱うかを決定すべきである。のような単位で取り扱うかを決定すべきである。

３３) ) 制度・組織については、①水法の適切な実施のための管理・運用、②多目的施設の制度・組織については、①水法の適切な実施のための管理・運用、②多目的施設の
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建設・管理及び単独施設の総合運用、の２点に関してその考え方を提案するものとす

る。

４) 財政については、計画実現のために必要な概略の事業化に対する各セクターの費用

負担の考え方を提案する。各セクターの資金計画等の経営的事項は、本調査の対象とし

ない。

　これは、資金調達計画の前提として、少なくともＦ／Ｓレベルの施設計画及び積算

が必要になるが、本件調査の主要課題は水資源管理計画の策定であり、具体的な施設

計画ではないので、資金調達計画も対象外である。

２－４２－４２－４２－４２－４          調査項目とその内容調査項目とその内容調査項目とその内容調査項目とその内容調査項目とその内容

(１) 国内準備作業

１) 既存資料の収集・整理・分析

２) 調査方針・調査方法等の検討

３) 調査全体の基本方針、内容、精度、手法、工程、要員計画、実施体制、技術移転計

画等の検討及び、調査業務計画の立案

４) 着手報告書の作成

(２) 現地調査（第１次）

１) 着手報告書の提出及び説明・協議

２) 既存資料の収集・整理及び分析

①社会経済統計（各行政区の人口、産業、行政等）

②自然条件（気象、水文、水利、地形、地質、植生、土壌、河川、地下水等）

③地形図、地質図、水理地質図等

④土地利用

⑤既存河川施設（既存構造物、水位観測施設等）

⑥水利用現況（表流水、地下水、生活用水、農業用水、工業用水、発電用水、その他）

⑦洪水被害状況（主な洪水の発生年月日、水位、流量、氾濫区域、被害人口・金額等）

⑧河川環境（水質、生態系等）

⑨関連計画（国家計画Ａ地域開発計画、関係各機関及び他ドナーの開発計画等）

⑩既存調査結果（水資源開発、水管理計画、地下水賦存量、洪水対策等）

⑪実施中／済みの水資源関連プロジェクト

⑫組織・法制度及び財務（組織の機構・人員・役割・財務、関連する法律・規制・基

準、人材育成等）
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３) 既存計画・調査結果のレビュー

４) 現地踏査

①地形・地質・地下水

②気象・水文

③水利用実態（水利用の現況、水不足の実態、汚水排出状況）

５) 土地利用現況

６) 水質調査

①ダム等貯水池水質調査

②地下水水質調査

７) 関連施設現況

８) 環境調査

９) 組織・法制度及び財務状況

10) 社会経済フレームの設定

11) 水資源管理の課題把握

12) 水需要予測

13) 水資源ポテンシャルの解析（表流水及び地下水）

①水文・流出解析

②水収支計算

③地下水解析

④汚濁負荷解析

14) 水資源ポテンシャルの評価

15) 水資源開発施設の予備検討

(３) 国内作業（第１次）

１) 水需給バランスの検討

２) 水資源管理計画策定に係る基本方針の予備検討

３) 水資源管理に係る基準／目標の確認・検討

４) 水資源管理及び開発の検討

５) 優先プロジェクト選定のクライテリアの検討

６) 技術移転セミナーの準備

(４) 現地調査（第２次）

１) 第１回技術移転セミナーの開催
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２２)) 水資源管理計画策定に係る基本方針確定水資源管理計画策定に係る基本方針確定

３３)) 水資源管理Ｍ／Ｐの策定水資源管理Ｍ／Ｐの策定

①流域保全計画①流域保全計画

②水源水質保全計画②水源水質保全計画

③表流水・地下水観測ネットワーク整備計画③表流水・地下水観測ネットワーク整備計画

④施設保守運用計画④施設保守運用計画

⑤組織整備計画⑤組織整備計画

⑥法制度整備計画⑥法制度整備計画

⑦人材育成計画⑦人材育成計画

４４)) 事業費の概算、財務計画事業費の概算、財務計画

５５)) 初期環境評価のための補足環境調査初期環境評価のための補足環境調査

((５５)) 国内作業（第２次）国内作業（第２次）

１１)) 経済・財務等評価経済・財務等評価

①経済評価①経済評価

②財務評価②財務評価

③技術評価③技術評価

④組織評価④組織評価

⑤社会評価⑤社会評価

２２)) 環境評価環境評価

３３)) 事業実施計画及び資金調達計画事業実施計画及び資金調達計画

２－５　調査工程及び要員計画２－５　調査工程及び要員計画

　本調査の全体工程は、調査開始後約　本調査の全体工程は、調査開始後約1818か月とし、フェーズⅠ（約８か月）とフェーズⅡ（約か月とし、フェーズⅠ（約８か月）とフェーズⅡ（約1010

か月）の２段階に分けて実施するものとする。か月）の２段階に分けて実施するものとする。

　本調査団を構成する専門分野は、次のとおりとする。　本調査団を構成する専門分野は、次のとおりとする。

・総括・総括

・水資源開発計画・水資源開発計画

・河川計画・河川計画

・地下水開発計画・地下水開発計画

・水文・水理・水文・水理

・流域管理情報・流域管理情報

・ＧＩＳ・ＧＩＳ
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・地域開発

・土地利用

・水需要予測（農業）

・水需要予測（上下水、発電）

・環境・水質

・組織・法制度

・経済・財務・経営管理

２－６　調査実施上の留意点２－６　調査実施上の留意点２－６　調査実施上の留意点２－６　調査実施上の留意点２－６　調査実施上の留意点

(１) ｢象」国内関係機関の調整

　セクターの枠を超えた総合水資源管理を行うためには、ＨＣＨがイニシアティブをとっ

て関係機関の調整を行うことが必須であるので、調査実施段階においてもＨＣＨの主体

性を引き出し、これをサポートするような配慮が必要である。

(２) 国際機関、他国援助機関等との連携・調整

　これまでにＡｆＤＢ、仏開発金庫、ＪＩＣＡ等がセクター別に水資源の援助を行って

きた。また、近年「象」国がセクターの枠を越えて総合水資源管理戦略を進めており、

これについて、ＵＮＤＰ、ＦＡＯ、世銀がサポートを行っている。

　本件調査においては、これらドナーの援助動向を十分確認、調整していく必要がある。

(３) 総合水資源管理計画の地域区分

　事前調査団は、地域別の総合水資源管理を、行政単位で実施することを提案したが、

ＨＣＨ側は、流域単位で行うことを希望した（｢象」国には11の水系があるが、これを

西、中央、東の３流域に分け、これを単位として水資源管理を行う構想をもっている)。

これらについては、本格調査の最初の段階において協議調整を行ったうえで、具体的な

調査計画を立てる必要がある。

(４) 民間所有の資料収集

　｢象」国では、水資源に関する調査がいろいろなセクターにおいて多数なされており、

関係機関が豊富な資料を所有している。これらのうち、省庁が所有する資料については

ＨＣＨを通じて入手できるものの、民営化された組織（統計局、ＳＯＤＥＣＩ等）が所

有する資料は購入せざるを得ない、との説明があった。また、本調査に必要な資料を

ＨＣＨが購入する場合には、前年度に予算を確保する必要があるが、1999年度予算には
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計上されていないので不可能であるとの説明を受けた。我が方からは、本件調査の重要

性を関係機関にも認識させ、ＨＣＨの調整機能を高める観点からも、これらの資料も

ＨＣＨの責任で最大限の努力をして入手するよう申し入れた。しかし、困難も予想され

るため、本格調査ではこの点に配慮した計画を立てる必要がある。

(５) 既存データの収集及び有効活用

　｢象」国では、関係機関が個別に水資源の開発及び管理を行っているため、関連データ

は豊富にあるものの各機関に分散しており、総合的な管理を進めるうえで障害となって

いる。本件調査においては、これらの分散しているデータを取りまとめ、ＧＩＳを構築

し調査を進めることが望ましい。
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